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 （続紙 ２ ）                          
（論文審査の結果の要旨） 
 第２章に関しては、すでにレフェリー付き雑誌に公表論文の形になっているとは
いえ、個票データを集計データに作り直してグラフで分析しているところでとどま
っている。より計量経済学的な手法を使ってフォーマルな形で統計的検証を行うこ
とができれば、興味深い形で論文の拡張を行うことができるのではないかという意
見が出た。 
第３章では、「職業別所得不公平」という指標の頑健性が問題にされた。すなわ
ち、公平所得の測り方としてはいろいろな方法があるはずで、先行研究であるAlmas
 et al.(2011)では公平所得の選び方によってかなり異なる結果が得られることが示
されている。しかし、本論文では、実際に入手可能なデータを活用できる形でのタ
イプしか公平所得を定義していないので、その意味で公平所得という指標の定義の
仕方によって結果がかなり異なってしまう可能性がある。ただし、これまでの先行
研究と異なり、職業ごとに公平所得を計算している点は本論文の大きな貢献である
といえる。 
また、第３章で使われている推計方法の問題として、係数がすべての職業で共通
であるという点とパネルデータ分析にしていないという点があげられる。ただし、
パネルデータにできない理由としては利用しているデータ上の制約として、各個票
が時系列的につながらない unbalanced panelになっているという問題があるので、
この点を論文上ではっきり明示すべきであるという指摘があった。また、既存研究
との対比でいうと、説明変数がかなり異なるので、その点の背景もきちんと説明さ
れるべきだという指摘もなされた。 
さらに、第３章において「職業別所得不公平」という指標を労働調整の問題と関
連付けているが、その必要性があるのかどうかという疑問もだされた。しかし、職
業選択を考える際に自分の努力に見合った報酬をもらえるかどうかということを考
慮する必要があり、あるグループの平均所得が努力水準を加味した公平所得との乖
離がゼロになるのは労働調整が十分機能しているからだと解釈しても妥当性がある
のではないかという議論もでた。 
第５章では、将来世代の厚生に高いウェイトを置いた上でインセンティブの問題
を考慮して最適税制の問題を解いた結果、逆進的な税体系が最適になるという結論
が得られている。インセンティブの問題を考慮するとどうしても効率性が高く所得
を多く稼げる労働者が優遇されることになり、逆進的な税体系となるのはまぬかれ
ないが、不平等度が高まると社会の不安定性が高まり効率性が落ちるとか、あるい
は、行動経済学的な要因を入れていくとどのように結論が変わっていくかという問
題は、興味のあるところである。近年の各国における不平等度の高まりは中間層の
不満を高めたり、あるいは、中間層の崩壊といった問題を生み出し、それがいろい
ろな政治的現象とつながっているので、第５章の論文をそのような方向で拡張して
いくことは、興味深い拡張であると思われる。 
以上のように、古川氏の学位申請論文はいろいろな方向に拡張して発展させる可
能性をだいぶ残しているが、そのことはこの学位申請論文の価値を高めこそすれ、
その価値を損なうものではない。また、この学位申請論文に所収されている論文の
うち、既に２本はレフェリー付き雑誌に公表されている。よって、本論文は博士
（経済学）の学位論文として価値あるものと認める。また、平成２９年８月１８
日、論文内容とそれに関連した事項について試問を行った結果、合格と認めた。 
 
 
 
 
 
